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（水務集団金盆ダム管理センターが導入した

流木回収船と、それにより集められた流木）
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中間レビュー調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：黒河金盆ダム湖および上流域水環境管理向上

プロジェクト 

分野：環境管理－水質汚濁 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部環境管理第一課 協力金額（評価時点）：約3.2億円 

協力期間 （R/D）：2011年11月24日 

2012年3月～2015年3月 

（3年間） 

先方関係機関：西安市人民政府 

〔主な関係部局：科学技術局、環境保護局、水務局、

西安水務集団（水道事業体）〕 

 日本側協力機関：なし 

 他の関連協力：JICA「ダムの運用管理能力向上プロジ

ェクト」（2009年9月～2013年9月、国内研修を本プロジ

ェクトと一体的に実施） 

１－１ 協力の背景と概要 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）陝西省西安市に位置する黒河水源保護区は、人口830

万人の西安市の70％以上（年間3億m3、日平均約80万m3）の飲用水を供給する水源地である。黒

河流域の現在の水質は比較的良好であるが、窒素などの富栄養化指標が上昇傾向にあり、主な

取水先である黒河金盆ダム湖の水質悪化の潜在的要因となっている。上流域には、住居からの

し尿や家畜の糞尿、農耕地の窒素肥料、金鉱山・鉄鉱山等の汚染源が点在し、観光施設からの

廃棄物も増加している。また、国道108号線に隣接しているため通行する車両による突発的水質

汚染事故の可能性がある。こうした背景から、西安市の社会・経済の持続可能な発展のため、

また、安全な水の確保の観点から、水源地の保護に係る対策が喫緊の課題となっている。 

西安市人民政府においては「西安市黒河導水システム保護条例」（2008年8月施行）等、関連

法規制の下で、西安市環境保護局が上流域での汚染対策・突発的水質汚染事故対策を、水務局

が水源の水質管理に係る政策・制度面を、水道事業体である水務集団が黒河金盆ダム湖の運営・

管理をそれぞれ管轄している。各機関は所掌範囲内で独自に取り組みを進めており、上流域で

は、人為的要因による汚染を防止するための住民移転計画の策定や、貯水池への廃棄物投棄の

防止のための立札・フェンスの設置、土壌が流出しやすい斜面の耕作制限及び植林等を実施、

ダム湖においては揚水曝気装置を導入している。 

他方、組織の体制や制度面技術面において水環境管理に係る実施能力は十分とはいえず、関

係機関間で十分な情報共有がなされていない。そこで中国政府は、西安市科学技術局と水務局

を申請機関として、2009年5月に水源地における水質管理に係る体制の強化、技術の向上に関す

る技術協力「黒河金盆ダム湖および上流域水環境管理向上プロジェクト」（以下、「本プロジェ

クト」と記す）を日本政府へ要請した。JICAが2011年8月に詳細計画策定調査を実施し、2011年

11月に西安市人民政府との間で討議議事録（R/D）を署名交換し、プロジェクトの枠組みについ

て合意した。 

プロジェクトのほぼ中間地点にさしかかったことから、①プロジェクトの進捗と評価5項目に

基づく達成度を確認する、②プロジェクトの後半についての提言や取り組むべき課題の抽出を

行う、という2点を確認するため、中間レビュー調査が日中合同で実施された。 
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１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

中国国内でプロジェクトの経験が共有され、他の水源地域で水環境保全に向けた取り組

みが開始される。 

 

 （2）プロジェクト目標 

安全で良質な飲料原水の確保を目指した、黒河金盆ダム湖およびその上流域の一体的な

水環境管理のモデルとなる体制が構築され、運営される。 

 

 （3）成果 

成果1：黒河金盆ダム湖およびその上流域において日常的な水質管理体制および実施能力が

強化される。 

成果2：黒河金盆ダム湖およびその上流域において、突発的水質汚染事故に対応する体制お

よび実施能力が強化される。 

成果3：同様の課題を抱えている他流域と共有されうるモデルがセミナーで紹介される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

＜日本側＞総投入額 2.3億円 

長期専門家派遣 ：なし 

短期専門家派遣 ：7名（計33人/月程度） 

総括/流域水環境管理、ダム湖水質保全、水質管理組織・制度、ダ

ム運用管理、副総括/水質事故対策、水質汚濁モデル、機械設備設

計 

研修員受入れ ：25名（第1回本邦研修10名、第2回本邦研修15名） 

機材供与 ：15,000千円（車両2台、毒物センサー） 

ローカルコスト負担 ：8,000千円（現地再委託費等） 

その他 ：14,000千円（携行機材および消耗品等） 

＜中国側＞ 

カウンターパート配置 ：合同調整委員会（JCC）構成員6名、弁公室構成員28名（うちJCC

構成員1名）、WG1構成員22名、WG2構成員12名 

土地・施設提供 ：JICA専門家活動拠点として西北大学萃園賓館の一部客室を借上、

上記車両2台のため西北大学構内駐車場の提供 

機材購入 ：なし 

ローカルコスト負担 ：上記施設の光熱水費の負担等 

その他 ：西安市科学技術局より通訳1名、秘書1名、運転手（兼務）1名の派遣
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

＜日本側＞   

総括/団長 野田 英夫 JICA地球環境部 環境管理第一課 課長 

環境管理 今井 千郎 JICA客員専門員 

協力企画 前島 幸司 JICA地球環境部 環境管理第一課 副調査役 

評価分析 田中 誠 株式会社アイコンズ 主任コンサルタント 

＜中国側＞   

合同評価者/団長 王 勝軍 西安市科学技術局科技交流処 処長 

合同評価者 張 有泰 西安地区科技交流センター 副主任 

合同評価者 張 永耀 西安水務集団有限公司弁公室 主任 

調査期間 2013年7月28日～2013年8月7日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果の達成度 

成果1：おおむね達成 

成果1に関する活動のうち、基礎資料収集や対策策定である活動1-2～1-5はすべて終了し

ている。活動1-1の訪日研修も、予定されている3回のうち2回まで終了した。残る活動のう

ち、活動1-6については、水質改善対策案のうち実施すべき優先対策案が選定され、実施主

体である関係機関の連携や合意もとれており、手続き上の必要から2013年にワーキンググ

ループ（WG）協議を開始している。活動1-1～活動1-6に基づいて、黒河金盆ダム運用管理

手法の改善に向け2014年に活動1-7が実施される。 

 

成果2：おおむね達成 

成果2に関する活動のうち、基礎資料収集や対策策定である活動2-2～2-7はほぼ終了して

いる。毒物センサーを用いたモニタリングの技術移転、突発的水質事故発生時の対応につ

いては、第2年次にWGを開催し実施する予定である。活動2-1の訪日研修は活動1-1の訪日研

修と一体で開催されており、予定されている3回のうち2回まで終了した。活動2-9について

は、突発的水質汚染事故対策案の対応策（案）が整理され、毒物センサーが導入された。

残る活動のうち、活動2-8は第2年次後半に実施される予定であり、活動2-10は活動2-1～2-9

に基づいて第3年次に実施される予定である。 

 

成果3：プロジェクト終了時までに達成される見込み 

活動3-1として、2013年7月に西安市で「日中水源管理技術セミナー」が開催され、黒河金

盆ダム湖および上流域の現地視察、日本企業参加者による技術紹介が行われた。活動3-2に

ついては、これまで陝西省内の3カ所の他流域調査を実施した。活動3-3については、成果3

に関するWG3の設立を現在中国側に依頼しており、メンバーが固まり次第作業を開始する
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予定である。活動3-4、3-5は中間レビュー調査以降に実施される予定である。 

 

 （2）プロジェクト目標達成の見込み：高い 

本プロジェクト開始時点では、黒河金盆ダム湖を管理する水務集団金盆ダム管理センタ

ーと黒河の上流域を管理する環保局黒河環保総ステーションとの水文・水質データが共有

できるプラットフォームは整備されておらず、データは個々の組織内でとどまっていた。

しかし、本プロジェクトを実施していくなかで、少なくとも現場レベルでは、上流域とダ

ム湖を恒常的に一体的に管理するうえで情報共有の場の必要性が認識され始め、必要な水

文・水質に関する情報を共有すべく、水務集団金盆ダム管理センターと環保局黒河環保総

ステーションとの間で「黒河水源保護会議」（仮称）を設置し、定期的に会議を開催するこ

とが決定された。 

一方、現状の指標については、プラットフォームの定義が曖昧であったため、上記の構

想を踏まえ、調査団として、PDMの指標を「恒常的に一体的管理に取り組むため、水務集

団金盆ダム管理センター、環保局黒河環保総ステーションで構成される黒河水源保護会議

が定期的に開催され、上流域およびダム湖の水文・水質に関する情報について共有される。」

の文言に替えることを提案する。 

以上を踏まえ、プロジェクトのなかでこの会議を通じた一体的管理がより充実したもの

になれば、プロジェクト目標の達成見込みは高い。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

西安市人民政府環境保護局、水務局、水務集団の職員、間接受益者として黒河ダム湖を

水源とする西安市の住民といった本プロジェクトの受益者のニーズはプロジェクト目標と

一致している。対象サイトである黒河金盆ダム湖では、近年水質が徐々に悪化傾向にあり、

藻類の異常増殖によるアオコの発生の履歴があり、総窒素などの富栄養化指標が上昇傾向

にある。したがって、対象地域・社会には安全で良質な飲料原水の確保というニーズがあ

り、プロジェクト目標はこれに合致している。以上より、本プロジェクトの必要性は高い。

2011～2015年の国家開発計画「第12次5カ年計画」は、その第24章に「汚染物質管理の強

化」、「環境リスク対策」、「環境モニタリングの強化」などを明記し、飲料水及び大気・土

壌汚染の被害などの著しい環境問題の解決に取り組み、包括的に管理強化を図ることとし

ている。また2012年に策定された下位計画「全国都市部飲用水水源地環境保護計画」では、

集中型飲用水水源地の環境の質の全面的な向上、水源地緊急対策のためのモニタリングの

実施と緊急給水能力の向上、2020年を見据えた水源水質安全上のニーズへの対応などを掲

げている。上位目標及びプロジェクト目標は、これらに照らして妥当である。また、本事

業は、中国に対するJICA国別事業計画において、援助重点分野である「環境問題など地球

的規模の問題に対処するための協力」の開発課題「水資源の持続可能な利用」に合致する。

以上より、本プロジェクトの優先度は高い。 

本プロジェクトの対象である黒河金盆ダム湖は、西安市830万人の約7割を給水人口とす

る重要水源で、中国でも数少ない飲用水源用ダム湖である。本プロジェクト開始以前に、
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上流域の水質管理のための黒河環保総ステーションの設営、上流域の事故対策用の監視カ

メラの設置等、水質管理上先進的な対策を実施しているサイトである。さらに、中間レビ

ュー調査の直前に西安市人民政府は「黒河水源地水質改善工作実施方案」を可決・成立さ

せた。これらのことからも本地域の選定は妥当である。 

 

 （2）有効性：高い 

中間レビュー時点では、予定された成果はほぼ達成されており、今後予定される成果に

関する課題を解決していけば、プロジェクト終了時点で成果およびプロジェクト目標を達

成すると見込まれる。 

現場レベルのプロジェクト活動を通じて中国側の意識が高まり、それが成果の発現を強

力に後押しすることが期待される。本プロジェクトの成果1、成果2についてはおおむね当

初計画どおりに達成されている。これらの成果から、成果3で述べられている他流域に適用

しうるモデルを構築するには、水文・水質の生データを組織間で共有する体制を整備し、

モデルを科学的に検証することが必要である。また、プロジェクト目標の達成に向けては、

一体的管理にとって重要な役割を果たす「黒河水源保護会議」（仮称）が十分その役割を果

たすことが重要である。さらに、西安市人民政府は「黒河水源地水質改善工作実施方案」

を策定し、水質管理政策を強化しようとしており、この取り組みもプロジェクト目標の達

成を促進する要因となると考えられる。 

 

 （3）効率性：高い 

本プロジェクト実施前に、水務集団が揚水曝気装置を黒河金盆ダム湖に設置し、黒河環

保総ステーションが突発事故対策として金盆ダム上流域に監視カメラを設置し常時監視の

システムの構築を進めるなど、高いレベルの対策がとられ、種々の計画も検討されていた。

このうえに本プロジェクトが展開されたため、中国側関係者の問題意識と問題解決への意

欲は非常に高く、訪日研修等のプロジェクト活動を通じ日本の対策技術、上流域とダム湖

の一体的管理のシステムとノウハウ等の理解を深め、黒河金盆ダム湖への活用も意識的に

追求しており、協力の効率性は高い。 

日中水源管理技術セミナーが当初計画に比べて遅延した例はあったものの、実施予定で

あった活動はおおむね予定どおり実施されている。ただし、本プロジェクトの第1回訪日研

修や同セミナーに関しては、プロジェクト全体のなかでの位置づけ、目的に関して日中関

係者間で共通した理解が不十分なために活動の効果の発現が減じてしまった側面もあっ

た。以後は理解が進んだが、今後のプロジェクト活動においても留意する必要がある。 

 

 （4）インパクト：現時点では評価困難 

本プロジェクトでは、中国国内でプロジェクトの経験が共有され、他の水源地域で保全

に向けた取り組みが開始されることが期待されており、その実現はプロジェクト後半の成

果に依存する度合いが大きくなっている。上位目標の達成のためには、プロジェクトの成

果の共有を西安市から中央政府に働きかけること、全国レベルの会議やセミナーを通じて

他の地方政府へ情報発信することが求められる。なお、2013年5月に開催されたJICA「ダム
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運用管理能力向上プロジェクト」の国内研修においては、湖水の富栄養化に悩み、本プロ

ジェクトにおける対策技術に興味を抱くダム管理者が多いことが確認されており、潜在的

な対策導入のニーズは高いといえる。 

 

 （5）持続性：政策制度面、財政面、技術・社会面には問題ないが、組織面については不明 

本プロジェクトの活動で一度醸成された西安市人民政府の関係部局（科技局、環保局、

水務局、水務集団）の連携が維持され、さらに本プロジェクトで設置する「黒河水源保護

会議」（仮称）がいかにその機能を発揮し発展していくかにかかるため、組織面については

現時点では不明である。西安市人民政府は「黒河水源地水質改善工作実施方案」を策定し

ダム湖の水質管理に対する取り組みを強化しており、本プロジェクトの活動継続に必要な

財源も確保しており、政策制度面、財政面に問題はない。C/P機関関係者のいずれも、本プ

ロジェクト終了後も技術を吸収する意欲を強くもち、そのための各機関の支援も期待でき

ることから、技術・社会面においても持続性に問題は見当たらない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクト活動に対する貢献要因として、中国側の環境保全意識の高まりが挙げら

れる。C/P機関関係者はいずれも、訪日研修を通じて日本の水質管理技術のみならず管理意

識に触れたことで、水質管理への意欲をかき立てられている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

中国国内では水質に関するデータは一般公開の対象となっていないため、例えば主管部

門以外の機関が管理する貯水池の水質に関する情報を得ようとすれば、上位機関から相手

機関に対して提供を依頼しなければならない。この依頼には時間や労力を要すること、相

手機関が情報提供に同意しないか、同意しても限定的になることがあること（特に、水質

障害に関する情報はなかなか公開されない）という難点があり、活動3-2に対する阻害要因

となっている。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトのこれまでの活動は、一部のセミナーが政治的、安全上の問題から延期され

たものの、ほぼ計画どおりに実施されており、成果が着実に現れつつある。これまでの活動を

通じてC/P機関関係者の水環境管理能力が向上しプロジェクトに対する活動意欲も高まってお
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り、今後予定されている活動が円滑かつ効果的に実施されることにより、計画された成果およ

びプロジェクト目標が達成されることは十分期待できる。 

評価5項目に沿って検討した結果、本プロジェクトの必要性、優先度は高く、対象地域の選定

も妥当であり、妥当性は高い。プロジェクトの成果1、成果2についてはおおむね当初計画どお

りに達成され、有効性は中間レビュー調査時点では高いが、成果3の達成に向けてはリスク評価

手法や優先対策の検証が課題となっており、今後の有効性はその解決にかかっている。中国側

関係者の問題意識と問題解決意欲は非常に高く、また訪日研修等の活動を通じ、日本の対策技

術や、上流域とダムの一体的管理への理解が深まり、効率性は高い。西安市人民政府の取り組

み、プロジェクトの活動継続に必要な財源には問題がないものの、西安市人民政府の関係部局

の連携や本プロジェクトで設置する「黒河水源保護会議」（仮称）の機能発揮・発展、C/P機関

関係者の意欲や各機関の支援といった要素が持続性を左右する。 

 

３－６ 提言 

今後、残された協力期間でプロジェクト活動の成果を更に発展させ、プロジェクト目標の達

成を確保するために以下のとおり提言した。 

 

 （1）モデル性、普及性の視点での対策の評価 

揚水曝気装置の効果的な運転、毒物センサーのように優先対策の幾つかが実施に移され

ている。また一体的管理のための組織的対応、水質事故モジュール・リスク評価手法等の

管理のためのツール開発等のソフトの対応も行われてきた。今後、優先対策が本格的に実

施に移され、ソフトの対策も充実が図られる予定である。これらのハード・ソフトの対策

の他のダムへの普及を図るため、対策のモデル性・普及性の視点を入れた解析・評価をWG

で行うことが肝要である。 

 

 （2）科学技術的検証の重要性 

優先対策技術のうち揚水曝気装置、網場による水質改善のように、他のダムへの普及を

図る点で、精緻な科学技術的な検証が求められるものがある。本プロジェクトでは大学等

の研究機関と連携し揚水曝気装置の効果的運用に関する調査を実施しており、揚水曝気装

置の水質改善効果を把握するうえで大きな効果を上げている。今後これら優先対策は本格

的に実施される予定であるが、その効果に関する科学技術的検証を行う際に、大学等の研

究機関と連携しつつ、WGが適切なレベルで検証を行うことが求められる。 

 

 （3）将来の実施に備えた対策の技術情報の収集、整理、分析 

本プロジェクトでは優先対策の候補に挙げられたものの、資金等の理由によりプロジェ

クト期間中に実施することが困難な対策（副ダム、分画フェンス）がある。これらは本プ

ロジェクトでは実施しないが、将来条件が整ったときに速やかに実施に移せるよう、専門

家チームが主体となってこれらの対策の技術情報、適用事例、効果等を収集、整理、分析

し、関係者と共有する。 
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 （4）統合的管理のための能力の向上 

上記（1）で述べたように、ハードの対策の充実に加え、一体的管理のための体制整備と

管理に関するツール開発というソフトの対策の一層の充実が求められる。このためには、

黒河金盆ダム湖の実データを十分活用しその実態に裏づけられた対策とすること、これら

の対策の相互関連に着目して相乗効果を上げられるよう個別分散的でなく統合的に実施す

ることが、それぞれ必要である。今後の活動では西安市人民政府が指導力を十分発揮して

黒河流域のこのような統合的管理を意識的に追求することが肝要であり、それにより対策

を担う人材の統合的管理の能力の向上も期待できる。設置検討中の現場レベルでの「黒河

水源保護会議」（仮称）は、対策の統合的な実施を支え、更に統合的な管理能力を向上させ

る場としても有効であるため、総括責任者が中心となって関係機関、関係者が同会議の成

長に取り組んでいくことが望まれる。 

 

 （5）WGの効率化 

本プロジェクトが成果を生みつつある要因として、WGの貢献が挙げられる。WG活動は

開始当初から必ずしも順調に行われたわけではなかったが、その後関係者の努力もあり改

善されてきている。しかし、今後活動が拡大していくこと、またC/Pの忙しさを考慮すると

WG活動をより効率的に実施していくことが必要である。既に改善の検討が行われ始めてい

るが、科技交流センターが中心となりそれを速やかに実施に移し、不断に改善に取り組ん

でいくことが望まれる。 

 

 （6）日中の水環境管理に関する管理者及び技術者の交流・研修の強化 

本プロジェクトでこれまで2回実施した訪日研修は大きな効果を上げ、研修参加者は帰国

後、研修結果と経験を総括して関係者と共有し、日本の水環境管理における先進的な経験

とモデルの国内への普及に努め、日常業務に取り込んでいる。今後最後となる訪日研修や

幾つかの重要なセミナーが予定されている。訪日研修は突発事故対策を課題として取り上

げることが検討されているが、これに加え、本プロジェクトが重視している統合的管理に

対応した課題を取り上げることが望ましい。また、統合的管理とともに、本プロジェクト

の今後の持続性と発展性の確保も重要であることも考えると、研修には政策決定に影響力

をもつ高級幹部を含めることが望ましい。訪日研修をより効果的に実施するため、日中の

予算と日本側の受入れの制約のなかで、研修回数及び人数の増加が可能かを検討すること。

なお、効果的な訪日研修、セミナーを行うためには、各活動の位置づけを明確にし、科学

技術局を中心とする関係者が時間的余裕をもって、周到に準備を進めることが必要である。

 

 （7）プロジェクトの成果の普及の確保のための行動 

本プロジェクトの成果が普及し広範に活用されるためには、中央政府の水利部、環保部、

科技部等に成果を伝え、中国社会全体に広域に宣伝する努力を西安市人民政府や水務局、

水務集団、環保局、科技局等が行うことが肝要である。このために、例えば、西安市の関

係局が中央政府の関係部に成果を伝える、中央政府の関係部が行う全国レベルの会議・セ

ミナー等を通じて他の地方政府に情報発信を行う、等多様な行動を追求することが望まれ
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る。JICA事務所も、中央政府の関係部とのネットワークを通じ本プロジェクトの成果を伝

えるといった支援が可能である。 

 

 （8）西安市人民政府による進捗及び成果の把握 

西安市人民政府は「黒河水源地水質改善工作実施方案」を策定し、黒河金盆ダムの水質

改善策を強化しようとしている。本プロジェクトが生み出すであろう成果は、黒河水源地

の水質改善に対し大きな貢献を果たすことが期待される。しかし、成果を確実に生み出し、

期待される貢献を確実なものとするためには、西安市人民政府が本プロジェクトの進捗状

況を常日頃から把握しておく必要がある。また、このためにはプロジェクト関係機関、関

係者から西安市人民政府に対し、活動の進捗、成果の報告等を従来にもまして積極的に行

うことも必要である。 

 

 （9）PDMの改訂 

調査団として、PDMを下記のように改訂することを提案し、JCCにおいて合意され、PDM 

Ver. 3として改訂された。 

・プロジェクト目標の指標：「上流域およびダム湖の水文・水質データが共有できるプラッ

トフォームが構築され、関係機関間で定期的に会合が開かれる。」を「恒常的に一体的管

理に取り組むため、水務集団金盆ダム管理センター、環保局黒河環保総ステーションで構

成される黒河水源保護会議が定期的に開催され、上流域およびダム湖の水文・水質に関す

る情報について共有される。」に変更する。 

・日本側投入：「（1）専門家」に「7）機械設備設計」を追加する。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 案件の背景 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）陝西省西安市に位置する黒河水源保護区は西安市飲用

水の水源地である。人口830万人の西安市民に対して、年間3億m3、日平均約80万m3の水を供給し、

西安市都市給水量の70％以上を占める。黒河流域の現在の水質は比較的良好であるが、窒素など

の富栄養化循環が上昇傾向にあり、主な取水先である黒河金盆ダム湖の水質悪化の潜在的要因と

なっている。上流域には、住居からのし尿や家畜の糞尿、農耕地の窒素肥料、金鉱山・鉄鉱山等

の汚染源が点在し、観光施設からの廃棄物も増加している。また、国道108号線に隣接しているた

め通行する車両による突発的水質汚染事故の可能性がある。こうした背景から、西安市の社会・

経済の持続可能な発展のため、また、安全な水の確保の観点から、水源地の保護に係る対策が喫

緊の課題となっている。 

西安市人民政府においては「西安市黒河導水システム保護条例（2008年8月施行）」等、関連す

る法規制の下で、西安市環境保護局が上流域での汚染対策・突発的水質汚染事故対策を管轄、水

務局が水源の水質管理に係る政策・制度面を管轄、水道事業体である水務集団が黒河金盆ダム湖

の運営・管理を管轄している。それぞれの機関は所掌範囲内で独自に取り組みを進めており、上

流域では、人為的要因による汚染を防止するための住民移転計画の策定や、貯水池への廃棄物投

棄の防止のための立札・フェンスの設置、土壌が流出しやすい斜面の耕作制限及び植林等を実施、

ダム湖においては、揚水曝気装置を導入している。 

他方、組織の体制や制度面技術面において水環境管理に係る実施能力は十分とはいえず、関係

機関間で十分な情報共有がなされていない。そこで中国政府は、西安市科学技術局と水務局を申

請機関として、2009年5月に水源地における水質管理に係る体制の強化、技術の向上に関する技術

協力「黒河金盆ダム湖および上流域水環境管理向上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と

記す）を日本政府へ要請した。機構が2011年8月に詳細計画策定調査を実施し、2011年11月に西安

市人民政府との間で討議議事録（Record of Discussions：R/D）を署名交換し、プロジェクトの枠組

みについて合意した。 

 

１－２ 中間レビュー調査の目的 

 （1）PDM及び活動計画に基づき、投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認してプロジェ

クトの実績の検証を行った。 

 （2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からレビューを行った。 

 （3）評価に基づき、今後プロジェクトの方向性・活動方針等について提言を行った。 
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１－３ 調査団の構成 

＜日本側＞ 

 分 野 担 当 所 属 派遣期間 

1 総括/団長 野田 英夫 JICA 地球環境部 環境管理第一課 課長 8/4～8/8 

2 環境管理 今井 千郎 JICA 客員専門員 7/31～8/7 

3 協力企画 前島 幸司 JICA 地球環境部 環境管理第一課 副調査役 7/31～8/7 

4 評価分析 田中 誠 ㈱アイコンズ 主任コンサルタント 7/28～8/7 

※同行者：JICA中国事務所から2名（高島所員、唐佳所員）が8/1～6の期間で同行 

 

＜中国側＞ 

 職 位 氏 名 所 属 

1 団長 王 勝軍 西安市科学技術局科技交流処 処長 

2 団員 張 有泰 西安地区科技交流センター 副主任 

3 団員 張 永耀 西安水務集団 有限公司弁公室 主任 

 

１－４ 調査期間 

現地調査は、2013年7月28日から8月7日までの期間で実施された。 

調査の概要は、以下のとおりである。 

 月日 野田 今井 前島 田中 

1 7/28（Sun） 

 

 

成田 16： 55→上海

19：00, 21：00→西安

23：20（MU522） 

2 7/29（Mon） インタビュー調査①

3 7/30（Tue） インタビュー調査②

4 7/31（Wed） 

成田8：50→ 

北京11：45 

（CA422）, 

14：35→西安 

16：30（CA1201）

羽田9：10→ 

北京12：05 

（MU8740）, 

14：35→西安 

16：30（CA1201） 

インタビュー調査③

5 8/1（Thu） 専門家チームとの打合せ、インタビュー調査④ 

6 8/2（Fri） インタビュー調査⑤、MM及び評価レポート作業① 

7 8/3（Sat） MM及び評価レポート作業② 

8 8/4（Sun） 

羽田8：30→北京 

11：20（CA184）, 

14：35→西安16：30 

（CA1201） 

MM及び評価レポート作業③ 

9 8/5（Mon） 合同評価報告書及びミニッツ協議、最終確認 
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10 8/6（Tue） 
AM：JCC開催、合同評価報告書及びミニッツ署名 

西安→北京 資料整理 

11 8/7（Wed） 

循環型経済技術プロ

ジェクト、都市廃棄

物技術プロジェクト

面談 

西安08：00→上海10：05, 12：00→成田15：55（MU521）

12 8/8（Thu） 
北京8：45→ 

羽田12：50（CA181） 
 

※インタビュー調査の内訳：①専門家チーム、合同評価者、②環保局黒河環保総ステーション、水務集団金盆ダ

ム管理センター、現場視察も含む、③西安建築科技大学、水務局、環保局、④水務集団、⑤科技局、科技交流

センター 
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第２章 調査結果概要 
 

２－１ 基本的事項 

日中合同で中間レビュー調査を実施して合同報告書を取りまとめ、プロジェクトの合同調整委

員会（JCC）で報告を行った。合同報告書をJCC協議議事録（M/M）の添付資料とし、日中4者で

M/Mの署名・交換を行った（付属資料1）。中国側の調査団は、全体の取りまとめを担う西安市科

技局科技交流処の王処長を団長とした3名から構成され、インタビュー調査への同行及び報告書の

内容確認・提言の提案等を行った。 

 

２－２ 目標・成果の達成状況確認 

本プロジェクトのこれまでの活動は、一部のセミナーが政治的・安全上の問題から延期された

ものの、ほぼ計画どおりに実施されており、成果が着実に現れつつあることを確認した。中間レ

ビューの時点で、プロジェクトの成果1、成果2についてはおおむね当初計画どおりに達成されて

いる。これらの成果を確実なものとし、成果3で述べられているような他流域に適用しうるモデル

とするためには、リスク評価手法や優先対策の実施効果に関する科学的検証が求められる。中長

期的課題としては、水文・水質の生データを組織間で共有する体制を整備する必要がある。また、

プロジェクト目標の達成に向けては、一体的管理にとって重要な役割を果たすと思われる黒河水

源保護会議（仮称）が十分その役割を果たすことが重要である。今後予定されている活動が円滑

かつ効果的に実施されることにより、計画された成果およびプロジェクト目標が達成されること

は十分期待できる（詳細については付属資料3の評価結果概要参照）。 

 

２－３ 課題の抽出と提言 

2013年2月時点で挙げられていた以下の課題につき、中間レビュー調査時点での現状を確認した。

データの活用、組織間連携、他流域への適用については、中間レビュー調査団からの「提言」と

しても取り上げている。 

 

これまでの課題 確認結果 

関連資料・実測データ

の不足 

プロジェクト実施を通じて関連資料・実測データが少しずつ提供されてき

ているものの、活動の阻害要因となっているところ、以下の点を報告書に

記載するとともに、データ活用の重要性を提言に含めた。 

【阻害要因】中国国内では水質に関するデータは一般公開の対象となって

いないため、例えば主管部門以外の機関が管理する貯水池の水質に関する

情報を得ようとすれば、上位機関から相手機関に対して提供を依頼しなけ

ればならない。この依頼には時間や労力を要すること、相手機関が情報提

供に同意しないか、同意しても限定的になることがあること（特に、水質

障害に関する情報はなかなか公開されない）という難点がある。 

【プロジェクト目標達成に向けての提言】特に、プロジェクトで取りまと

めた4つのリスク評価の手法については、これまでは教科書的な情報にと

どまっているところ、今後は黒河金盆ダムの実データを用い、科学技術的

検証を行うことが必要である。 
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関連組織間の連携不足 プロジェクトを実施していくなかで、少なくとも現場レベルでは、上流域

とダム湖を恒常的に一体的に管理するうえで情報共有の場の必要性が認

識され始めていることを確認した。水務集団金盆ダム管理センターと環保

局黒河環保総ステーションとの間で黒河水源保護会議（仮称）を設置し、

定期的に会議を開催し必要な水文・水質に関する情報を共有していく意思

を確認し、プロジェクト目標の指標をより具体化した。 

揚水曝気装置の製作・

稼働に関する、関係者

間の意思統一 

プロジェクト開始当初、揚水曝気装置の稼動に関して、現場での稼動意思

と管理部門で温度差がみられるとの懸念があったが、本調査のなかで、特

段問題として挙げられることはなかった。訪日研修を通して管理部門（水

務集団の上層部）の理解が深まったことで解決したものと思料。 

水質モニタリング機材

の維持管理 

本調査のなかで、特段問題として挙げられることはなかった。 

モデルの他の流域への

適用 

2013年5月に実施した他ダムの視察及びダム管理プロジェクトの研修を通

じて、徐々に他ダムとの交流も増えてきている。後述するように、①中国

側C/Pが中央政府に成果を伝え中国の社会全体に広域に宣伝する努力を行

うこと、②JICA事務所が中央政府の関係部とのネットワークを通じて支援

を行うこと、を本調査の提言に含めた。 

 

２－４ プロジェクト成果の普及 

本プロジェクトでは、将来的には成果（組織体制面および技術面双方を含むモデルとなる取り

組み事例）を西安市のみならず他の水源地にも反映していくことを目標に、上位目標「中国国内

でプロジェクトの経験が共有され、他の水源地域で保全に向けた取り組みが開始される。」を掲げ

ている。西安市のみならず、陝西省政府や中央政府（水利部・環保部・科技部等）との積極的な

交流を行い、今後の普及展開の可能性を探ることが求められている。日中の調査団で協議を行っ

た結果、提言として、①中国側C/Pが中央政府に成果を伝え中国の社会全体に広域に宣伝する努力

を行うこと、②JICA事務所が中央政府の関係部とのネットワークを通じて支援を行うこと、を挙

げた。 

なお、現在実施中の「ダム運用管理能力向上プロジェクト（2009年9月～2013年8月）」とは、①

作成したマニュアルを本プロジェクトで活用した、②2013年5月に実施された広西チュアン族自治

州桂林市での国内研修（水利部人材資源開発センター主催）に本プロジェクトのカウンターパー

ト及び専門家が参加した等、一体的に協力を進めてきた。2013年6月に実施された同プロジェクト

の終了時評価においても、水利部人材資源開発センターと本プロジェクトとの連携推進を「提言」

にも含めており、本プロジェクトの成果普及を行ううえで、今後の更なる連携が期待される。 

 

２－５ 日本の技術導入の可能性 

本プロジェクト開始時より、日本の技術・設備等の導入の可能性を常に念頭に置きプロジェク

トを進めてきた。第1回訪日研修（2012年10月）では、揚水曝気装置、網場、分画フェンス、副ダ

ム等について、第2回研修（2013年5月）では、省エネルギー型・小規模の排水処理施設（バイオ

トイレ、浄化槽等）について、中国側から高い関心が示された。本調査で、西安市人民政府が「黒

河水源地水質改善工作実施方案」を策定・可決したことを確認したが、そこには揚水曝気装置や

網場、副ダムが明記されており、実施に向けた具体的な検討が進められている（本プロジェクト

の第2年次で、供与機材として網場を供与する予定）。さらに、2013年7月には日中水源管理技術セ
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ミナーが開催され、日本企業が強みとする分野の技術紹介も行っている。中国側の予算とプロジ

ェクトからの供与機材を効果的に活用することで、技術導入の促進が期待される。 

このように、中間レビュー調査時点で、日本の技術を黒河金盆ダム湖および上流域に適用して

いく意思を確認することができた。しかし、日本企業の製品をそのまま導入するのではなく、日

本の技術を学びそれを独自で検討・展開していく傾向がみられ、日本の技術輸出に直結するもの

は、現時点で見つかっていない。例えば、揚水曝気装置については西安建築科技大学の黄教授を

中心に、独自に設計・作製・運転を行っており、JICA専門家がその改良・効率的運転に対して技

術アドバイスを行っている。また、第2年次に供与予定の網場については、機材そのものは現地調

達可能なものであり、その設置場所や効果等について技術アドバイスを行っている。 
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第３章 調査団所感 
 

１．今次中間レビュー調査では中国側レビュー調査団長の科技局王処長が、先行した日本側評価

団員による黒河金盆ダムの現地ヒアリング調査から、西安市における環保局・水務集団本部の

ヒアリング、そして報告書案の協議まで全行程にわたり積極的に参加したのが印象的であった。

王団長は下記でも触れているが本プロジェクトの内容にも精通し、プロジェクト活動の課題・

今後の取り組みの要点に対し建設的な意見を述べ、提言の協議では訪日研修に関する修正案を

提示する等レビューの内容の充実に大きな貢献をしたのが印象的であった。なお、調査最終日

に中間レビューの結果報告も兼ねて開催されたJCCでは、委員会議長の西安市人民政府副秘書長

が出席できず、科技局張副局長が議長代理を務めた。副秘書長はこれまでの委員会にも参加し

なかったことから、今次委員会の場で、日本側から中国側に遺憾の意を表明し、今後の参加を

強く求めた。 

２．本プロジェクトを後押しする極めて重要な政策決定が7月末に西安市人民政府によりなされた

ことは好タイミングであり、今後のプロジェクト活動とプロジェクト目標の達成に非常に大き

なインパクトをもつと考えられた。この政策決定とは「黒河水源地水質改善工作実施方案」の

人民政府による承認であり、JCCに参加した水務局の代表（第2回訪日研修の研修員リーダー）

によれば、この方案の「行程計画」には訪日研修で学んだ成果である土砂ダム（副ダム）、網場

等の日本の技術が既に組み込まれており、西安市政府はこの実施に向け関係局からなる連絡調

整会議を設置し、定期的に会議を開催し実施方案を推進することとしており、更に、「実施法案」

の実施を担う水務局としては本プロジェクトの成果に大いに期待している由であった。 

３．このように西安市人民政府のイニシアティブはプロジェクトに多大なインパクトをもつが、

一方で、プロジェクト側からの人民政府への働きかけが今後ますます重要になると考えられる。

すなわち、既に「実施方案」に本プロジェクトの成果（の一部）が組み込まれているが、今後

プロジェクトが生み出すであろう諸成果、すなわち、①一体的管理の組織の形成と管理のノウ

ハウ、②上流域とダム湖の一体性に着目した水質保全技術、③富栄養化・濁水・突発汚染事故・

ダム湖の環境容量などのリスクの評価手法、を充実したものにし、「実施方案」の実施に活用さ

れるよう人民政府への働きかけを強める必要がある（提言8参照）。このような、「実施方案」と

プロジェクトの“相乗効果”を確保することが今後のプロジェクト運営上非常に重要となると

考える。 

４．本プロジェクトではダム上流域とダム湖の一体的管理のための組織的対応、技術的対応を重

視しているが、プロジェクト開始当初は一体的管理の重要性の認識は低かった。しかし、この

間の協力活動の成果、専門家チームからの働きかけ、あるいは上述した「実施方案」の検討策

定・承認の影響もあって、中間レビューの段階では、特に現場で管理を担っている環保局黒河

環保総ステーション、水務集団金盆ダム管理センターの認識が向上したことが印象的であった。

具体的には、恒常的な一体的管理のためにこの2つの機関を構成メンバーとした「黒河水源保護

会議」の設置が専門家チームと2つの機関の間で合意に至ったことである。この会議は現場に根

ざした小規模のものであり、まずは着実に会議を開催し、一体的管理を担う場として環保局、

水務集団から認知される成果を上げることが肝要と考える。そしてプロジェクト終了時点には

一体的管理に欠かせない組織に成長し、上述した「実施方案」の推進の一翼を担う組織になる

ことが期待されると考えている。 
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５．プロジェクトの成果であるハード・ソフトの対策技術のモデル性・普及性の確保は、本プロ

ジェクトの成果が中央政府・西安市人民政府・他の地方自治体により認められ、今後の水管理

政策を支える技術として実を結ぶかどうかの鍵となるものであり重要な課題といえる。したが

って、対策技術の効果を確認し、評価する際にモデル性・普及性を意識的に追求する必要があ

ると考えそれを提言1にまとめた。 

６．モデル性については科学技術的な検証が適切に行われることが重要であり、これに関しては

提言2で取り上げた。具体的には揚水曝気装置の例を挙げ、大学との連携の有効性を強調したが、

科技局の王処長（中国側評価団長）も行政機関だけでは精緻な技術的検証は難しいので大学と

連携するのは効果的と肯定的であった。また、普及性に関しては、中央政府への働きかけが重

要と考えられたが（提言7参照）、中国側関係者は西安市を超えるレベルでの対策技術の普及に

関しては今まで消極的であったように思われた。しかし、今回の協議では科技局の王処長を中

心にむしろ積極的な姿勢がみられたことは印象的であった。提言7では中国側関係機関の取り組

みとともに、JICA事務所からの側面的支援をお願いしており、この点事務所のご理解と協力を

お願いしたい。 

７．最後に、今次調査にあたり、中国側の投入に関しては必ずしも十分な情報が入手できなかっ

た。具体的には、ローカルコスト負担金額や、供与機材の維持管理（車両の運行・整備台帳）

であり、これらについては、今後、終了時評価に向け、情報を整理しておくことが必要である。 
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